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１．吉野川可動堰をめぐる対立 

 今，全国各地で開発と環境保護の対立が生じている．その中でも特に全国的に注目を集めているものとして徳島県

で建設計画中の吉野川可動堰がある．吉野川は全長194kmにも及ぶ四国第一の河川である．建設省はこの吉野川

の河口近くに利水・治水を目的とする可動堰の建設を計画しているが，これに対して多数の市民から反対の声があが

り，住民投票にまで発展した． 

市民が可動堰建設に反対した理由の一つに環境への

影響があった．吉野川の下流には，葦や泥干潟などの自

然環境が残っている．また河口部に広がる干潟には，多く

の渡り鳥が餌をとるために飛来しており，環境庁は吉野川

の河口干潟を重要な飛来地の一つとして位置付けている．

可動堰が建設されると，このような下流の自然環境が影響

を受ける可能性がある． 

 

２．コンジョイント分析による代替案評価 

 そこで，コンジョイント分析を用いて，吉野川治水対策を代替案別に評価した．コンジョイント分析はプロファイルと呼

ばれるカードに対する選好を人々にたずねることで，環境の持っている経済価値を属性単位で評価する手法である．

ここでは表１の４種類の代替案を評価した．そして，回答者には図２のような２種類の仮想的対策が示され，どちらの対

策がどのくらい好ましいかをたずねた．この質問形式はペアワイズ形式と呼ばれている．なお，評価に用いた属性は表

２のとおりである． 

表１ 代替案 

番号 代替案 内容 

１． 固定堰のみ 
川の流れに直角に，水面を高めるための固定的な堰を置く．流れの中に

置かれる．増水時の水面上昇対策は取らない． 

２． 固定堰＋堤防補強 
１．の固定堰とともに，その両岸１０数 Km にわたって，堤防の高さと強

度を高め，増水時の水面上昇による決壊を避ける． 

３． 固定堰＋引き提 
１．の固定堰とともに約１０Km にわたり川幅を両岸合わせて約４００m

広げて，増水時の水面上昇を防ぐ． 

４． 可動堰 
開閉可能なゲートを持つ高さ訳２５メートルの堰で，増水時にはゲート

を上げて水面上昇を防ぐ．上部を橋として利用する． 

 

図２ ペアワイズの質問例 

 対策Ａ  対策Ｂ 

特別税 8000円  15000円 

治水対策 固定堰のみ  固定堰＋引き堤 

透過性 透過性なし  透過性あり 

家屋移転数 100戸  50戸 

治水効果発生時期 20年後 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 30年後 
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図１ 吉野川可動堰計画 
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表２ 評価属性 

(1)特別税 ５００円，１０００円，３０００円，８０００円，１５０００円 

(2)治水対策 固定堰のみ，固定堰＋堤防補強，固定堰＋引き提，可動堰 

(3)透過性 ある，ない 

(4)家屋移転数 ０，５０，１００，２００，３００戸 

(5)治水効果の発生時期 １０，２０，３０，４０年後 

 

３．推定結果 

 1999 年３～４月にかけて郵送方式によりアンケート調査が実施された．一人に６回のペアワイズ質問が行われた．電

話帳をもとに流域世帯として吉野川下流 11 市町村から 1500 世帯が，そして全国世帯として全国から 2000 世帯が抽

出され，アンケート票が発送された．回収数は流域世帯が 643（回収率 43％），全国世帯が 636（32％）であった． 

対策ｊとｋが提示されたときの効用をそれぞれＵｊ，

Ｕｋとし，その効用差ｄＵｊｋは次式のとおりとする． 

jkkjjkjkjk dVdU εε +−=+= )( xxâ  

ただしdVjkは観察可能な効用差関数，εｊｋは誤差項，ｘｊおよ

びｘｋは対策ｊとｋの属性ベクトル，β  は属性のパラメータ・ベク

トルである．誤差項εｊｋが標準正規分布に従うと仮定すると，

順序プロビット(ordered probit)によりペアワイズのデータが分

析できる．このとき，回答者の評定ｒｊｋがｓとなる確率は， 
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となる．ただし Φ は標準正規分布の分布関数，α
s
 は閾値パラメータである．α

0
 は-∞，α

9
 は +∞に基準化される．こ

の確率をもとに，効用関数のパラメータβが最尤法により推定される．推定結果は表３のとおりである． 

 この推定結果をもとに，各属性の限界支払意志額を算出したところ図３の結果が得られた．環境への影響に関連の

ある「透過性」に対する支払意志額が高く，治水対策を実施するにしても環境への影響を重視すべきであると多くの回

答者が考えているものと思われる．また可動堰は他の代替案に比べるとマイナスの価値になっている．この評価額をも

とに各代替案を評価したところ図４のとおりとなった．これは各代替案の建設コストに，本研究で算出された社会負荷・

環境負荷を加えたものである． 
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Variable 係数 ｔ値 ｐ値
税金 -0.1736 -10.67 0.000
固定堰＋堤防補強 0.1176 5.56 0.000
固定堰＋引き提 0.1240 5.75 0.000
可動堰 -0.1318 -3.99 0.000
透過性 0.3008 20.53 0.000
移転家屋数 -0.0818 -8.94 0.000
治水効果発現時期 -0.0250 -3.22 0.001
a1 -0.4501 -24.6 0.000
a2 0.1628 9.43 0.000
a3 0.7593 41.61 0.000
a4 1.1425 57.24 0.000
LogL -9282.61

n 6129

表３ 順序プロビット推定結果 

図３ 支払意志額 図４ 代替案別 社会・環境負荷


